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はじめに

宇宙開発は、20世紀の半ばに人類が初めて地球を見て、さらには月に
足跡を残す歴史に始まり、現在では、通信、放送、気象観測、地球環境
観測など多くの分野において、急速に社会における利用が進展し、我々
の生活にとって欠かせないものとなっている。
また、宇宙開発は、人類にとっての壮大な夢であり、広大な宇宙空間
にフロンティアを見いだしている。特に、宇宙科学における諸観測や惑
星探査などは、知の創造であるとともに、夢を育む活動である。

資産の宝庫である宇宙活動への挑戦を継続することは、我が国にとっ
ても新たな活動拠点の構築につながるものであり、また、想像力と冒険
心をもって行うことは、それ自体が価値あるものである。我が国の宇宙
開発は、世界で４番目に自力で人工衛星の打上げに成功して以来、これ
まで幾たびかの困難な事故・トラブルを克服し、欧米諸国に匹敵する技
術水準を獲得してきている。
21世紀の未来を展望すると、宇宙の多様な可能性を最大限引き出す研
究開発の成果が実を結び、宇宙活動がより広範な分野で一般的に行われ
るようになることが期待される。我が国としては、将来の活発な宇宙利
用に備えつつ、当面10年程度は、自律的な活動を行うために必要な確固
たる技術基盤を獲得する時期であるといえる。
このため、一層厳しさを増している財政事情等を勘案し、プロジェク
トの優先順位を明確にした上で、人材や資金の重点的配分を行い、宇宙
開発を重点化し、積極的かつ効果的に推進するとともに、産学官の連携
・協働体制を構築し、成果の社会還元を推進する。

これまで我が国の宇宙開発の太宗を担ってきた、宇宙科学研究所、独
立行政法人航空宇宙技術研究所及び宇宙開発事業団が統合し、新たに独
立行政法人宇宙航空研究開発機構（以下「機構」という。）が発足する
こととなった。機構は、宇宙・航空科学技術の基盤技術の強化を図り、
基礎研究から利用を見据えた研究開発までを一体的に行う中核機関とし
て、重要な機能と役割を果たさなければならない。

宇宙開発に関する長期的な計画（以下「長期計画」という。）は、独
立行政法人宇宙航空研究開発機構法第19条に基づき、宇宙開発委員会の
議決を経て主務大臣が定めるものであり、さらに本計画に基づき中期目
標を定めることとなる。
長期計画では、我が国全体の宇宙開発を俯瞰しつつ、今後20年～30年
の宇宙活動を見通した上で、10年程度の期間を対象とし、機構の果たす
べき役割と業務の位置付けを定める。
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なお、本長期計画については、今後の科学技術の進歩、経済状況を含
めた社会の変化、国内外の動向等を踏まえ、我が国の宇宙開発が的確に
推進されるよう、不断の検討と時宜に応じた見直しを行う。
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Ⅰ．我が国の宇宙開発に関する基本的考え方
１．宇宙開発の理念
宇宙開発は、宇宙の成立ちの探索、宇宙空間の利用のための開発を通
じて、人類の将来の発展に向けて無限の可能性を秘めた活動であり、人
類にとって広大なフロンティアを開拓するという挑戦的な取組みである。
我が国は、これまでの国内外の宇宙開発への取組みの努力によって、
大きな成果を挙げており、世界における宇宙開発の存在感ある一極を形
成してきている。まず、宇宙の起源、物質の根元に係る新たな知識を増
大し、宇宙観、地球観、人類観に大きな影響を与えたと同時に、実用目
的への応用によって、人類の生活の質の向上、産業の発展等にも大きく
貢献してきている。これらは通信・放送衛星、気象衛星、地球観測衛星
等の開発利用、それらの衛星の打上げ用ロケットの開発・運用等により
実現してきている。
これまでの開発経緯からは、宇宙開発の成果は多くの先進的で高度な
技術の開発とその安定的な運用にかかっており、これらのいわばシステ
ム技術体系等の構築・運用は国家の総合的な技術力を象徴している。換
言すれば、広い意味での国の安全保障に密接に関係する戦略的技術であ
り、我が国の国際的地位にも係る極めて重要な技術分野である。したが
って、宇宙開発は、我が国の存立基盤の一翼を担うものとして、我が国
としての自律性を維持し、研究開発の着実な推進を図ることが必要不可
欠である。
宇宙開発は、このように、科学、経済、生活、技術、国力等の各種の
側面において極めて重要な意味を持つ分野であることを十分に認識し、
我が国のおかれている内外の諸事情を十分に踏まえ、適切な取組みを着
実に進めていくものとする。

２．我が国の宇宙開発の目的と基本方針
(1) 我が国の宇宙開発の目的
２１世紀に入り、科学技術は、人類の生活と福祉、経済社会の発展に
一層貢献し、世界の持続的な発展の牽引車となることが期待されている。
特に、世界と我が国が直面している諸課題を克服し、未来を拓いていく
ために、科学技術の発展は重要な鍵である。

宇宙では、衛星を利用した通信・放送・測位、地球環境観測のように
地球規模での広範囲にわたる活動が可能であり、また、宇宙環境利用に
みられるように、宇宙という特有の環境条件を利用すれば地上では実施
できない活動が可能であるなど、独自の可能性を秘めている。
また、宇宙に活動範囲を広げるということは、未知のフロンティアの
開拓であり、新たな可能性への旅立ちとなるもので、知的資産の拡大の
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みならず、人々に夢と希望をもたらすものである。
さらに、宇宙利用の拡大に伴い、新たな付加価値、新産業の創出に貢
献することが期待されており、研究開発成果の民間移転等を通じ、国民
生活の豊かさと質の向上、福祉、経済社会の発展に一層貢献し、安全で
安心な社会の実現に寄与するものである。

今後とも、科学技術基本計画で定められた我が国が目指すべき国の姿
の実現を目指し、次の目的を達成するため、宇宙開発を積極的に推進す
る。

○安全で安心な社会の構築
人々が安心して心豊かに暮らすため、国際的な紛争や大規模災害
から生命や財産を守り、我が国の安全の確保を図ることは、国家の
最重要課題である。この責務を果たすため、宇宙という場を利用し
た活動により、地上システムとの連携、又は、補完関係を構築しつ
つ、安全で安心な社会の構築に寄与する。

○国民生活の豊かさと質の向上
物質・精神の両面で一層快適で便利な生活を実現するため、宇宙
開発により、高度情報通信ネットワーク社会の形成といった知を基
盤とした知識社会の実現に貢献するとともに、人類の生存基盤や自
然生態系に係わる地球環境問題の解決につなげる。

○経済社会への貢献
変化する時代の要請に的確に対応し、経済社会に対して積極的に
貢献するため、成果の社会還元の推進等により、国際的な競争力を
有する産業への成長促進につなげる。また、宇宙環境利用の優位性
を最大限に活かし、新たな付加価値、新産業の創出に貢献し、幅広
い技術力のすそ野を形成する契機となる活動を行う。

○知的資産の拡大
未知なる宇宙及び太陽系の探査活動や宇宙環境を利用した基礎的
な研究は、宇宙の起源、地球の諸現象などに関する普遍的な知識・
知見を獲得するものであり、新しい価値観や新たな文化の創造にも
つながるものである。
また、未知のフロンティアである宇宙に挑む姿は、次世代を担う
若い世代を含めて多くの人々に、夢と希望をもたらすものである。
さらに、人類の新たな活動拠点を構築するとの観点から、次の世代
の選択肢を増やしていくための活動を行う。
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(2) 我が国の宇宙開発の基本方針
我が国の宇宙開発は、これまで先行する欧米の技術水準に追いつき、
技術基盤を確立する段階で、欧米に比べて限られた予算・人員で効率的
に研究開発を推進してきた。しかし、活動範囲が広がりすぎた傾向は否
めず、全体として見れば信頼性を含む技術力の欧米との格差は歴然とし
ており、また、研究開発の成果を利用促進や新産業創出に十分につなげ
られていない状況である。また、確固とした技術基盤が構築されていな
い面があり、必ずしも十分な国際競争力を備えていない点がある。
一方、近年の内外の状況を見ると、国際的な競争の激化やアジア諸国
の競争力の伸長に伴い、我が国経済が停滞しており、また、我が国の財
政事情が極めて厳しい状況にある。

このため、利用促進や研究開発の意義等の観点から戦略的に重要な分
野を先導的基幹プログラムとして設定するとともに、各プログラムに即
した評価により各プロジェクトの優先順位付けを行った上で、組織・プ
ロジェクトの合理化・スリム化を図り、確実に推進する。
また、宇宙開発は、科学技術基本計画で示された重点分野にもつなが
るものである。我が国が科学技術創造立国の実現を目指す上で、今後と
も重点化を図った上で、宇宙開発への取組みを重視する。

さらに、国際協力の推進に当たっては、宇宙開発が比較的大規模な経
費を必要とし、リスクの高い活動であるが、国際的な協調によって大き
な成果をあげ得る分野であることから、我が国として維持すべき自律性
に配慮しつつ、その役割と費用分担を考慮し、着実に推進する。

さらに、研究開発により得られた技術・情報が、輸出等により国際的
な平和と安全の維持を妨げることがないよう適切に対応する。

３．宇宙航空研究開発機構の役割
機構は、宇宙開発、宇宙科学研究及び航空科学技術の研究開発を推進
する我が国の中核機関であることの重要性を踏まえ、宇宙分野の基礎研
究から利用を見据えた研究開発までを担う一体的研究開発機関としての
機能を果たすことが求められている。
機構は、産業の発展に資する強固な産学官の連携・協働体制を構築し、
研究開発の成果を速やかに民間移転し、産業の国際競争力の強化につな
げる。産業化に関連する業務を総合司令塔的な立場で運営する組織体制
を構築し、産学官との連携を一層推進する。これにより、一層の信頼性
と安全性の向上、コスト低減等を図る。
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また、機構は、幅広い利用者や研究者等との連携を図りつつ、宇宙開
発を効率的かつ効果的に推進し、質の高い成果をあげるとともに、宇宙
開発に携わる一人一人が、国民や社会に対する説明責任を的確に果たす
ように取り組む必要がある。

このため、宇宙開発の目的に沿って、機構は、次の４つの役割・機能
を担うものとする。
○研究開発
我が国の宇宙活動の自律性を確保しつつ、先導的基幹プログラム
で設定した目標を達成するための研究開発を行う。また、地上シス
テムの整備・運用を着実に行う。
また、幅広い研究者間のネットワークを構築し、適切な評価を行
い、世界最高水準の宇宙科学を推進する。
○社会との連携・協力
産学官の連携・協働体制を構築するため、積極的な人材交流や、
オープンラボ等を通じて、宇宙実証の機会の提供、施設・設備の供
用の推進を図る。また、宇宙を活用した教育をはじめとする国民理
解の増進等社会との対話を推進する。
○国際協力
先進諸国との間で、我が国の技術力を活かし、適切な役割分担の
下で主体的な国際協力を推進するとともに、我が国と関係の深いア
ジア・太平洋地域の特質に留意した共同研究開発、人材交流等の国
際協力を着実に推進する。
○人材養成
次世代の研究開発を担う人材養成、個人の自由な発想による研究
の支援を行う。また、大学院教育協力に積極的に参画する。

４．研究開発の重点化の考え方
(1) 研究開発の重点化
長期にわたる低成長、厳しい財政事情等を踏まえ、機構において今後
10年程度の期間において推進すべき研究開発について、重点化の考え方
を定めた上で、官民の適切な役割分担の下に、予算・人材等の資源を重
点配分する。
宇宙開発は、比較的大規模な資金を要するため、効果的かつ効率的に
成果を創出する必要があり、事業に携わる者は、成果の創出に関して厳
しく責任を自覚し、成果を上げるべく改善・努力を常に続ける。
事業の企画に当たっては、その必要性や有効性を厳重に見極め、事業
のスクラップ・アンド・ビルドを含めて、必要な整理・合理化・削減を
行う。また、各事業について、企画（PLAN）、実行（DO）、評価(SEE）
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のプロセスにより、資源配分に的確に反映させる。

(2) 官民の役割分担
宇宙産業が将来の我が国の基幹産業に発展し、経済社会の発展に寄与
するため、利用を見据えた研究開発が不可欠であり、研究開発の企画構
想段階から、官民が連携・協働体制を構築し、イコール・パートナーシ
ップの下で宇宙開発を進める。宇宙開発は、技術集約度が高く、また、
手作りに近い一品生産品をシステムとして統合する必要があり、技術力
を維持、継承し発展させていくため、官民が役割分担を明確化した上で
取り組む。

今日までの我が国の宇宙開発の蓄積を踏まえて、「民間でできること
は民間で」との方針の下、国は、民間では実施困難なリスクの大きい研
究開発、宇宙実証等を行い、その成果を速やかに民間移転することによ
り、産業競争力の強化に寄与する。
また、産業化の段階においては、新たな宇宙利用の可能性を探るとと
もに、必要な基盤的な技術開発を行うことにより、その可能性の顕在化
に資する。このため、信頼性や安全性の向上のための宇宙実証の推進、
宇宙における実証・実験機会の提供、民間では整備できない大型試験施
設・設備の供用、打上げ射場の整備充実を推進する。
なお、民間においては、我が国が得意とする分野の技術優位性を活か
し、その事業化に関する責任とリスクを踏まえ、宇宙の利用拡大に向け、
魅力あるサービス等の提供に努めることを期待する。

個別プロジェクトの推進に当たっては、以上の基本的な考え方の下で、
あらかじめ官民の役割分担を明確にした上で推進する。
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Ⅱ．重点的に取り組む業務に係る目標と方向

我が国の宇宙開発の目的を効率的かつ効果的に達成するため、民間の
活動を含め、各利用分野の状況や将来展望を踏まえ、各プロジェクトの
開発から利用に至る戦略・シナリオを先導的基幹プログラムとして整え
た上で、限られた資源を有効に活用し、開発利用を進める。
このため、本長期計画において、今後10年程度の期間の機構が重点的
に取り組むプログラムを定め、そのプログラムの目標を達成するため、
戦略的に宇宙開発を推進する。
特に、より重点化して推進すべき分野については、「将来展望」とし
て20～30年後の我が国の宇宙活動を見通した上で、機構が取り組むべき
プログラムに関する目標と方向を定める。

また、各プロジェクトの推進に当たっては、明確な目標と優先度を設
定した上で、上位目標に位置付けられるプログラムへの貢献を把握し、
その実施のためのコストとそのリスク及び効果を評価し、効率的かつ効
果的にプロジェクトを実施する。
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１．社会的要請への対応
人工衛星を活用した宇宙の利用は、天気予報、通信・放送・測位、地
球環境問題への対応から、宇宙環境利用、宇宙科学など広範な分野に及
んでいる。
このうち、地球観測、通信・放送・測位などの分野では、公共サービ
スの提供や商業利用を行う段階に入っており、国民の日常生活に深く浸
透している。これらの分野での実利用は、人類の生存基盤である地球環
境の保全、防災、危機管理、水・食料・エネルギー確保など、安全・安
心で質の高い生活ができる国づくりに大きく貢献するものである。この
ため、利用側のニーズを的確に捉え、開発から利用までが一体となった
活動が求められる。

(1) 地球観測
地球観測は、安全確保・危機管理をはじめとして、国土管理、気象、
地球環境、農林水産分野などに活用され、公共性、国際性が極めて高い
活動であるため、国が主体的に実施すべき活動である。
人工衛星からの地球観測は、地球規模での自然現象について国境を越
え、陸域・海洋の別にかかわらず、全球を広範囲かつ均一に捉え、定常
的に観測データを得ることができる利点を有しており、Ｇ８サミット
「持続可能な開発のための科学技術」行動計画にもあるように、地球温
暖化問題等の解決に資するものである。

また、大規模地震や火山噴火等の災害状況把握においては、地上のみ
の観測システムに比べ災害の被害を受けにくく、定期的に観測データを
得ることができ、災害時の応急支援対策、災害後の復旧・復興対策に有
効な手段として利用できる。さらに、農作物、森林、水産物、エネルギ
ー等の資源の開発・管理や地球地図データの整備のための情報収集等を
効果的に行う手段の一つとしての利用も期待されている。

政府は、我が国の安全確保に必要な情報を収集することを目的として
情報収集衛星の自主開発・自主運用に係る取組を推進している。

また、地球観測分野における衛星観測データが果たす役割は拡大しつ
つあり、衛星観測データの提供機関と利用機関が密接に連携し、必要な
データを容易にかつ効率的に利用できるシステムの構築が不可欠である。

ⅰ）地球温暖化・水循環観測
（将来展望）
環境分野における諸課題の解決に向けて、人工衛星による全球の高頻
度、高精度の観測が継続的に行われ、気候変動予測モデルの検証・精緻
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化・高度化に大きく貢献することにより、現象の正確な把握、高い精度
での将来予測が可能となる。
地球温暖化問題については、気候変動枠組条約の目標を見据え、全球
総合観測システムの構築等により、地球温暖化の現象解明及び影響の予
測・評価が行われる。
また、水問題は21世紀の最も主要な地球規模での環境問題となること
が指摘されており、自然条件・社会条件に関して我が国との共通性の多
いアジア地域への技術の適用の拡大が見込まれている。今後、地球規模
の水循環変動により水資源供給に過不足が生じて人間社会が被る悪影響
を回避あるいは最小化するとともに、「持続可能な開発」を実現する社
会を構築するために不可欠な水管理手法の確立に向け、観測が行われる。

（重点的に取り組むプログラム）
地球温暖化・水循環観測については、国際的な枠組みでの取組等を踏
まえ、３つの観測に重点化して取り組む。
①温室効果ガス観測
二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの安定化濃度を明確化するた
め、関係機関と協力して、温室効果ガスの濃度分布を全球規模で観測す
る衛星観測システムの開発・運用・高度化を行い、地上観測データ、モ
デル等との組合せにより、温室効果ガスの削減状況を検証することを目
的とする。
このため、二酸化炭素の濃度分布を全球規模で観測するセンサーを開
発し、その運用により衛星観測システムによる温室効果ガス観測手法の
有効性を明らかにする。さらに、継続的な監視が可能となるよう、国単
位での二酸化炭素の排出量・吸収量を評価できる技術基盤を確立する。

②水循環観測
気象予報の精度向上、洪水や渇水等自然災害の監視、地球規模の水循
環の変動予測の実現のため、関係機関と協力して、霧雨等弱い降雨を含
む降水量を全球規模で高頻度に観測する衛星観測システムの開発・運用
・高度化を行うとともに、関係機関と協力して、観測データを即時（リ
アルタイム）で提供できる体制を整備することを目的とする。
このため、全球規模での降雨量を高頻度で観測する衛星観測システム
を開発し、その運用により衛星観測システムによる気象予報の精度向上
等への利用可能性を明らかにする。さらに、継続的な観測により、水循
環の把握や変動予測に貢献するための技術基盤を確立する。

③気候変動観測
地球温暖化や異常気象の発生傾向の変化等、地球規模での気候変動の
監視と予測精度の向上のため、全球規模での継続観測が必要な物理量
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（雲、エアロゾルの二次元分布、水蒸気、海面温度、海上風等）や、観
測が不足している物理量（雲、エアロゾルの三次元分布、大気汚染物質、
海面塩分濃度等）を観測する衛星観測システムの開発・運用・高度化を
行うことを目的とする。
このため、長期的かつ継続的に全球規模での観測を実施する。また、
得られた観測データを関係機関に適時提供し、気候変動予測モデルの精
緻化等に貢献する。

ⅱ）災害監視・資源管理
（将来展望）
災害監視については、情報収集衛星や我が国における災害等のための
地球観測衛星の状況を踏まえつつ、衛星観測システムの開発・運用・高
度化が行われ、政府及び地方自治体が行う災害状況の早期把握、被災状
況に合わせた応急対策活動の円滑化、被害軽減に向けた災害の予測が可
能となる。

資源管理については、衛星観測データを用いて、農業、森林、水産及
びエネルギーの分野における資源の効率的な開発・管理、地球地図デー
タ整備や地理情報システム構築のために必要な地図の作成が可能となる。

（重点的に取り組むプログラム）
①災害監視
国内外の関係機関と協力し、衛星観測システムにより、適正な頻度で
天候に左右されることのない観測を行い、観測データを内閣府等に適時
的確に提供し、効果的な災害応急活動等に貢献することを目的とする。
このため、衛星による陸域観測データを既存の地球観測情報システム
を活用して、内閣府等の関係機関に提供する。
さらに、関係機関と協力し、地震や火山噴火等による被害の軽減等に
対して有効で、適正な頻度で天候・昼夜等の環境条件に左右されること
のない観測等が可能なセンサを搭載した衛星観測システムに必要な技術
基盤を確立する。また、昼間晴天時に、我が国全域の常時災害監視が可
能な静止衛星による観測システムの技術基盤の確立を目指し、基礎的な
研究開発を行う。

②資源管理
衛星観測システムを利用して資源の効率的な開発・管理、地理情報シ
ステムの構築等に貢献するため、衛星による陸域観測データを利用した
共同研究や実証プロジェクト等を推進する。
このため、利用者と緊密な連携を図り、衛星観測データを用いて、農
業、地図作成等の資源管理への利用可能性を明らかにした上で、各種資
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源の効率的な開発・管理及び高精度の地図作成に有効であると考えられ
る、高空間分解能かつ超多波長な観測等が可能な高性能センサの研究開
発を行う。

(2) 通信・放送・測位
通信・放送分野は、他の分野に比べて国民生活に直結した実利用が進
んでおり、今後も利用の拡大が期待されている。また、世界的なＩＴ革
命の進展に見られるように技術革新が早く、的確な対応が求められてい
る分野である。
人工衛星を利用した通信・放送サービスは、１機の衛星で広い地域や
海域などを対象とした同報型の情報配信が可能であり、また、山間部や
離島など地上インフラの整備が困難な地域へのサービス提供や、広い地
域を移動する自動車などの移動体向けに優位性を発揮することが可能で
ある。
特に、災害発生時においては、地上通信インフラに比して災害の影響
を受けにくいことから、バックアップ機能を果たすことが可能である。
また、衛星間通信については、光やミリ波の利用により、増大する地
球観測、宇宙科学データを即時（リアルタイム）に地上へ大容量中継伝
送が可能である。

測位分野では、電子基準点等の地上系と連携した衛星測位システムに
より、グローバル・ポジショニング・システム（ＧＰＳ）の補強・補完
を行い、高精度測位情報を山間部や都市部などを含め広範囲に、また、
誰でも利用できるように提供することにより、適切な国土管理や災害へ
の対応、高度道路交通システム（ＩＴＳ）や地理情報システム（ＧＩ
Ｓ）との連携による付加価値の高いサービスの実現が可能である。

ⅰ）通信・放送
（将来展望）
高度な情報通信社会が実現すると、多くの人々が、様々な機器を通し
て、安全・快適に超高速・高速ネットワークにつながり、その上を多様
な情報内容（コンテンツ）が流通し、新しいサービスや価値をいつでも
享受できる環境が整備される。
次世代情報通信基盤の整備が進み、いつでもどこでも何でもつながる
ユビキタスネットワークが形成されると、デジタル情報がこの間で自由
に交換、共有できる基盤が整備され、例えば、自動車、電車及び航空機
等での広帯域（ブロードバンド）接続によるサービスが提供される。
また、高速・大容量の伝送が可能である新たな周波数の活用により、
家庭に居ながら究極の臨場感を有する超高精細放送（ＵＤＴＶ）サービ
スや立体放送サービス等が提供される。
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（重点的に取り組むプログラム）
通信・放送については、利用ニーズを踏まえ、３つの分野に重点化し
て取り組む。
①固定通信・放送分野
全国一律のブロードバンド環境の実現やアジア太平洋地域における情
報格差（デジタル・デバイド）の解消を図るため、地上の通信インフラ
との相互補完を図りつつ、固定衛星通信の大容量化や災害時等の通信確
保等の技術開発を行い、超高速衛星インターネットの実用化を目指す。
このため、関係機関との協力により、宇宙実証実験を行い、超高速衛
星通信の基盤技術を確立する。さらに、関係機関との協力により、非常
時等のための通信に活用するため、ミリ波帯大容量通信技術や高度な放
送サービス実現のため、降雨減衰補償技術等の宇宙実証を行う。

②移動通信・放送分野
衛星を利用した移動通信・放送システムの高効率化を図るため、大型
展開アンテナや高出力中継器等の開発を行い、静止軌道からの小型移動
端末向けの衛星通信技術や、地上のみならず海上等を含めた広い範囲に
くまなくサービス提供可能な移動体通信に必要な技術を獲得する。
このため、関係機関との協力により、小型移動体端末向け通信に関す
る実証実験を行い、移動通信の基盤技術を確立する。さらに、ミリ波帯
大容量通信技術の移動通信実験を関係機関と協力して行う。

③衛星間通信分野
地球観測衛星など低軌道周回衛星や惑星探査機からの大容量データを
リアルタイムに受信可能な通信網の確立に必要な光やミリ波を利用した
衛星間通信のための基盤技術を確立する。
このため、光による衛星間通信実験を行い、大容量衛星間通信のため
の基礎技術を獲得する。さらに、観測データの増大とその迅速な収集に
対するニーズを踏まえ、大容量衛星間通信網を構築するための基盤技術
を確立する。

ⅱ）測位
（将来展望）
衛星測位システムは、災害対策などの国・地方公共団体等が提供する
公共サービスへの応用、民間による各種事業への展開の可能性を持って
いる。今後、移動体通信等との複合サービスや、個人の行動に対応した
ナビゲーション・システムの普及により、国民生活の豊かさと質が大幅
に向上する。
また、ユビキタスネットワークの進展に伴い、位置情報の重要性がま
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すます高まり、その高度な活用等により新たなビジネスの創出が期待さ
れる。

（重点的に取り組むプログラム）
測位システムは、安全の確保や生活の質の向上などに向けた幅広い応
用が期待されることから、我が国の技術水準を測位システムの構築に十
分なレベルまで高め、維持する。
このため、静止軌道上での高精度軌道決定や地上との間の時刻管理な
どの宇宙実証を行う。さらに、関係府省で検討された測位に係る具体的
な利用ニーズなどを踏まえ、高精度測位情報の利用促進を図るため、民
間を含めた関係機関との協力により、準天頂軌道を利用して、測位シス
テムに必要不可欠な基礎技術である、衛星搭載用原子時計、衛星群時刻
管理技術及び高精度衛星軌道決定技術に関する宇宙実証や電子基準点に
よる補正情報等を移動体衛星通信システム等で伝送することによりＧＰ
Ｓの補完・補強に係る技術実証実験を行い、測位に関する技術基盤を確
立する。

２．フロンティアの拡大
(1) 宇宙科学研究
宇宙科学研究は、宇宙の起源と進化、宇宙の中の太陽系の起源と進化、
あるいは太陽系における地球やそこに住む生命の起源等の究明を目的と
した人類共通の根源的な欲求に根ざす活動である。また、地球や太陽圏
環境を理解し、原始生命発生の過程を探ることは、人類の将来にわたる
生存にとっても極めて重要な情報をもたらすものである。
宇宙科学の成果として得られた知識・知見は、人々の宇宙観、地球観
に大きな影響を与え、新たな文化の創造や文明の展開をも促す可能性を
有している。
宇宙科学研究の推進に当たっては、研究者の自主性の尊重など学術研
究としての特性に配慮した上で、幅広い分野での関係大学・研究所等の
研究者の参画を求め、コミュニティの合意を得てプロジェクト等を推進
することが重要である。

（将来展望）
宇宙空間の環境を利用した実験・観測等を行い、宇宙における極限状
態の物理法則を解明することは、基礎物理として極めて重要な分野であ
る。また、地上では捕捉できない波長領域の電磁波における天体観測は、
地上における天文学と相俟って、宇宙の究極の姿を解明することにつな
がるものである。また、太陽系形成の歴史を知り、太陽・太陽系空間・
惑星環境を知ることは、太陽系における原始生命発生の過程を探ること
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など生命科学的な観点とあわせて、太陽系科学の究極的な目標である。

（重点的に取り組むプログラム）
今後とも世界最高水準の、我が国として特色のある宇宙科学を推進す
る。プロジェクトの推進に際しては、大学共同利用システムによる幅広
い関係コミュニティの参画を求め、ピアレビュー等により、プロジェク
トの立案・選定、成果の評価等を適切に実施する。
なお、近年、観測装置の大型化等の傾向が見られ、長期間にわたり着
実な資源投入が必要であることから、国際協力に留意しながら、高い独
創性を有する世界最高水準の活動を優先して着実に推進する必要がある。

①宇宙空間からの天文学及び宇宙物理学
現在の天文学の主要なテーマである宇宙の形成と太陽系外の惑星の探
索を重点的に推進する。また、宇宙の構成体である銀河や恒星の形成・
消滅過程を理解するための観測を重点的に推進する。
このため、赤外線観測を中心とした衛星による観測研究を推進すると
ともに、可視光・赤外線域における低エネルギー現象の高解像度観測手
法の基礎的な研究開発を推進する。
また、宇宙の極限状態の物理法則の解明を目指して、ブラックホール
などの高エネルギー活動天体現象に焦点を当てたＸ線天文衛星及び超長
基線電波干渉計（ＶＬＢＩ）衛星による観測研究を重点的に推進する。
また、世界的に未開発の分野であるガンマ線撮像観測、重力波検出等の
実現に向けた基礎的な研究開発を推進する。

②太陽系探査科学
太陽系を理解する様々なアプローチのうち、科学衛星による直接探査
が最も効果的な成果を挙げると期待される「太陽系形成の歴史を探る」
こと及び「太陽、太陽系空間、惑星環境を探る」ことを重点的に推進す
る。
このため、月は地球の形成に深く係わり、地球型惑星の標準的形成・
進化過程を保存しているので、月の起源と進化の解明を目指した月の科
学探査を進める。また、太陽系の始源物質を保存している小惑星の表面
物質等の直接探査及びサンプル回収を推進する。
また、太陽の超高温プラズマの生成等の解明に焦点を当てた太陽観測
を行うとともに、地球及び惑星の大気や磁気圏、太陽圏空間プラズマの
観測的・理論的研究を推進し、宇宙空間の環境の理解及び地球環境の普
遍性と特殊性の解明を行う。

③宇宙飛翔及び宇宙探査に係る工学研究
より遠く、より自在な、より多面的な探査活動を実現するための工学
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研究を推進する。
このため、より遠くへの探査活動を可能とする、新しい宇宙推進系、
高効率の電源系等の研究を進めるとともに、長遠距離通信の高効率化を
可能とする研究等の基礎的研究を実施する。また、自在な探査活動を可
能とするため、自律探査ロボットや極限的な宇宙環境に耐える電子部品
技術等の基礎的研究を実施する。さらに、多面的な探査活動を行うため、
技術観測機能の分散化・多様化・連携化を可能とする基礎的研究を推進
する。

(2) 宇宙環境利用
国際宇宙ステーションや無人宇宙実験システムは、長時間の微小重力
や高真空等、地上では得がたい環境を提供するものである。我が国の宇
宙環境の利用は、小型ロケットを利用した宇宙実験、落下施設や航空機
を利用した無人による微小重力実験などが行われ、さらに、米国スペー
スシャトルやロシアのミール宇宙ステーションを利用した有人による宇
宙環境利用の高度化が図られてきた。

長期の有人活動が可能となる国際宇宙ステーションでの宇宙環境利用
は、宇宙特有の環境条件を利用して、さまざまな現象を人間自らがその
場で観察し、操作、管理可能な環境を確保する、いわば「軌道上研究
所」としての機能を果たすことが可能である。国際宇宙ステーションで
は、人間が介在することにより、実験中での制御や条件変更が可能とな
り、無人システムでは実現が難しい高度な実験や観測を実施する。また、
船外設備を活用し、基盤技術開発の実験台（テストベット）としての利
用が可能である。
さらに、多様な利用により成果の拡大を図るため、商業活動、教育等
の利用を推進する。

（将来展望）
宇宙環境利用は、国際宇宙ステーションの本格的な運用段階に入るこ
とにより、新たな時代を迎えることとなる。また、宇宙環境利用が進展
し成熟するに応じて、我が国は国際的な競争環境にさらされることとな
ることから、戦略的な取組みと適時的確な評価に基づき、我が国が得意
とし、国際競争力を維持できる分野への重点化を図ることが重要である。
また、宇宙での実験等で得られた知識・知見等を活かし、革新的な技
術や新たな付加価値を獲得することにより、民間の国際競争力の強化や
新産業の創出が期待される。

今後の広範な有人宇宙活動に当たっては、信頼性の格段の向上や輸送
コストの大幅な低減など、革新的な技術開発が必要である。しかしなが
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ら、宇宙への一般の人々の関心は高く、我が国としての有人宇宙活動の
あり方については、技術的な側面だけでなく、広く国民の意見を踏まえ
た検討を行うことが重要である。

（重点的に取り組むプログラム）
我が国の宇宙環境利用は、国際宇宙ステーション計画の遅延等に伴う
利用機会の不足等により、適時的確に成果を創出することが困難となっ
ている。
国際宇宙ステーションの日本独自の実験棟（ＪＥＭ）の初期運用開始
までの間の利用促進を図るため、既存の微小重力実験手段の利用により、
成果の早期創出が期待される課題に対する利用機会を提供する。また、
ＪＥＭの利用に当たっては、宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）を含め
て、長期的な視点から将来展望を見据えた上で、限られた資源の中で最
大限の成果を創出するため、特に費用対効果の観点から重点化を図るこ
ととする。
ＪＥＭ等の運用業務・利用サービス提供業務については、定常段階ま
でには極力民間を主体とした活動に移行し、ＪＥＭが広く国民一般に利
用される施設設備として、利用サービスの向上、柔軟性の確保、費用の
最小化を実現し、効率的かつ効果的に利用計画を推進する。このため、
ＪＥＭ等の運用・利用において担うべき官民の役割分担を明確にし、適
切な協働体制を構築する。また、ＪＥＭの初期運用段階を通じて、民間
と協力しつつ、確実な運用管理手法を確立し、民間への技術移転を図る
とともに、利用の有効性を検証し利用方法等を確立する。

３．宇宙活動基盤の強化
我が国として重要な人工衛星とロケットを、必要な時に、独自に宇宙
空間に打ち上げる能力を維持することができるようにすることは、国及
び国民の安全の確保や国民生活の豊かさと質の向上、経済社会への貢献
に密接に関連した活動である。

人工衛星とロケットなどのシステム開発に加えて、宇宙機器を構成す
る電子・機械部品や材料、観測センサ、高性能推進系など基礎的・基盤
的な技術について、技術革新等の長期的な視点を踏まえ、継続的に研究
開発することが不可欠である。特に、宇宙用部品は、信頼性を支える基
盤であるが、少量生産品であることから、長期的な宇宙用部品の開発戦
略や安定的な部品の確保の方策を定めた上で、その取組みを進める。
ロケット開発に当たっては、官民の役割分担を明確にした上で、官民
が緊密な連携・協働体制を構築した上で、信頼性向上・コスト低減を進
める。
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また、政府の人工衛星の打上げに当たっては、国産ロケットを優先的
に使用することを基本とし、我が国の民間企業が人工衛星を打ち上げる
場合にも、国産ロケットの使用を奨励する。

(1) 基礎的・基盤的研究
人類共通の知的資産の蓄積、将来の宇宙技術の発展を目指し、我が国
が宇宙開発を自律的かつ確実に実施するための能力を保持し続けるため、
長期を見据えた基礎的・基盤的研究開発を着実に推進する。
宇宙開発の技術基盤を維持・発展させ、それに携わる人材の育成・確
保のためには、基礎的・基盤的研究開発が継続的に行われることが不可
欠である。このため、既に確立された技術の民間移転を促進しつつ、限
られた研究開発資源を有効に活用しながら、新しい研究開発に取り組む
こととする。
また、基礎的・基盤的技術の研究開発の強化は、広範な先端技術分野
を牽引し、その成果を直接社会へ還元することにより、科学技術分野や
民生技術への波及効果をもたらし、我が国の産業競争力を向上させる。
特に、先端技術は、既存のシステムの延長にない新たな技術であり、そ
の成果は、宇宙開発にとどまらず、他の分野へ波及し、技術革新と新産
業の創出に貢献する。

（重点的に取り組むプログラム）
①基盤技術の研究開発の強化
基盤技術は、人工衛星及び宇宙輸送系等の各プロジェクトの研究開発
の確実な実施と、高い信頼性、安全性及び効率化を実現させるとともに、
我が国の国際競争力の強化等に寄与するものである。これらのプロジェ
クトの開発研究は、継続的・体系的に進展させるためには、先端技術に
よりプロジェクトを先導するとともに、開発の過程で生じるさまざまな
問題を解決する等の取組みを確実に実施することが重要である。
このため、民間との適切な役割分担の下、人工衛星及び宇宙輸送系の
自律性確保のために不可欠な機器・部品の研究開発を継続的かつ戦略的
に推進する。研究開発に当たっては、システムの性能決定や性能向上へ
の影響度、システムの性能規定や品質保証のために我が国として技術蓄
積の必要性、さらに、我が国の得意な技術分野であり、国際競争力の確
保の可能性の観点から、基盤技術の研究開発の重点化を図る。

また、衛星の開発・打上げコストの削減、開発期間の短縮、長寿命化
など、各プロジェクト共通の課題を克服するため、衛星搭載機器の小型
・軽量化、省電力化、ソフトウェア制御による汎用化などの研究開発を
行う。
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②開発手法の改善・発展
人工衛星、ロケット等は、社会のニーズに合致させつつ、重量、電力
等の種々の制約下で設計されながら、極限環境下での極めて高い信頼性
が要求される。これまでの試験等を通じた信頼性の向上を基本とし、今
後は、信頼性工学手法等を活用してリスクを評価し、開発対象を重点化
するとともに、条件変化及び不確定要素に対して頑強な設計と検証の導
入を進める。
このため、ハードウェア及びソフトウェアの検証及び評価の強化、試
験設備の整備と試験手法の改善、宇宙実証による技術データの取得・蓄
積、シミュレーションの高度化、及び情報通信技術を活用した新たな研
究開発手法の構築等による現象の分析、解明、設計の迅速・効率化を可
能とする技術力を強化する。

③先端的な研究開発の推進
将来にわたる先進性・先端性の確保を目指し、宇宙開発に新しい芽を
生み出すような宇宙理工学技術の研究を着実に推進するとともに、先端
的な技術分野の研究開発を実施する。
また、将来的なプロジェクト研究への展開、潜在的社会ニーズに対応
するため、我が国の得意分野でもあるマイクロマシン技術等に関する研
究を推進する。無人宇宙実験や、宇宙構造物の組立等の有人宇宙活動支
援等に資する、ロボット技術（ロボティックス）の研究を推進する。さ
らに、宇宙エネルギー利用システムに関する研究を推進する。

(2) 宇宙輸送システム
我が国の基幹ロケットであるＨ－ⅡＡロケット標準型については、世
界の主要ロケットと比肩し得る打上げ能力を獲得しており、今後、民間
移管を行い、品質と信頼性の向上、コスト低減等を図り国際競争力を確
保し、定常的に運用する。
今後、ロケット開発を進めるに当たっては、国内外のロケット開発の
現状、商業打上げ市場の動向を踏まえ、適切な評価を行い、開発方針を
決定する。なお、これまでのロケット開発により民間も相当の技術の蓄
積を図ってきたことを踏まえ、今後の開発に当たっては、民間の技術力
の活用や効率的な運営手法を可能な限り取り入れることとし、官民の責
任体制を明確にした上で、効率的かつ経済的な開発プロセスを採用する
方向で検討する。
また、信頼性を革新的に向上するに当たっては、条件変化及び不確定
要素に対して頑強なシステム（ロバストなシステム）の構築を目指し、
信頼性向上とコスト低減の両立を図るため、解析シミュレーション技術
の高度化、重要品質特性のデータベース構築、製造技術の高度化等を行
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う。

打上げ補完については、打上げ失敗等により、自律的な宇宙開発活動
に影響を及ぼすことのないよう、国際協力や民間主導による中小型ロケ
ットの開発動向を考慮しながら、柔軟な補完体制を構築する必要がある。

ⅰ）当面の宇宙輸送需要に応えるロケット
（将来展望）
必要とされる輸送系の需要や経済性を考慮すれば、10～15年先を見越
しても、使い切り型ロケットが宇宙輸送システムの根幹であると予測さ
れることから、Ｈ－ⅡＡロケットを我が国の基幹輸送手段として定常的
に運用する。
このためには、我が国としての自律性確保に必要な宇宙輸送系に関す
る基幹技術を世界水準に維持するとともに、部品等の基盤技術等の維持
・向上に重点的に取り組み、情報収集衛星等の国として重要な実用衛星
の自律的輸送手段を確保していく。

また、国際宇宙ステーションの補給・運用に欠かせないＨＴＶの運用
については、ＪＥＭへの補給スケジュール及び輸送コストに整合した輸
送システムが必要であり、このためにはＨ－ⅡＡロケットの輸送能力向
上が必要となる。
衛星打上げ市場の動向としては、静止トランスファー軌道（ＧＴＯ）
３～５トン程度の静止衛星が主流であり、当面の衛星需要の増加は見込
めないことから、種々のロケットが打上げ価格等の観点から競合状態に
ある。また、諸外国ではロケットの大型化による複数衛星同時打上げに
よるコスト低減も行っており、Ｈ－ⅡＡ標準型の技術との共通化を極力
図った範囲での能力向上は、コスト低減・国際競争力の強化の一つの選
択肢となり得る。

中小型衛星の商業打上げ市場についても、当面は厳しい状況であるが、
顧客ニーズへの配慮や競合機との差別化を図り、競争力の向上を図るこ
とが求められる。

（重点的に取り組むプログラム）
①Ｈ－ⅡＡ標準型
Ｈ－ⅡＡ標準型については、民間移管を平成17年度までに行い、信頼
性の向上とコスト低減等を進める。我が国として自律性確保に必要な宇
宙輸送系に関する基幹技術を世界水準に維持するとともに、部品等の基
盤技術の維持・向上を図る。
なお、民間移管開始後５年を目途に、目的達成状況の評価を行い、必
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要に応じて、官民の役割分担を含めた体制の見直しを行う。

②Ｈ－ⅡＡ能力向上
民間の競争力強化及びＨＴＶの運用手段を確保するため、Ｈ－ⅡＡ標
準型の能力向上については、Ｈ－ⅡＡロケット標準型を維持発展した形
態を基本に、技術的・経済的な観点からの評価を行い、開発を行う。
なお、開発に当たっては、民間移管されるＨ－ⅡＡ標準型の維持発展
した形態であることや官民のミッション要求を考慮し、開発自体を効率
的かつ経済的に行うため、システム仕様の決定等に民間の関与をより多
くし、民間の主体性・責任を重視した開発プロセスを採用することとす
る。

③ＬＮＧ推進系
民間主導で開発される中小型衛星打上げ用のＧＸロケットについては、
民間との協働プロジェクトとして技術実証を行うことにより、効率的な
技術開発が可能である。国は、第２段に採用予定のＬＮＧ推進系の開発
と、その技術実証を行う予定であり、これまでの評価結果を踏まえ、確
立した技術を民間に移転する。
ＬＮＧ推進系の開発に当たっては、同技術が将来の輸送系の有望な選
択肢であることを踏まえ、開発過程においても適時適切にプロジェクト
の進行状況を評価し、技術実証を行う。

④Ｍ－Ｖロケット
Ｍ－Ｖロケットについては、政府としての技術開発を終了し、大型固
体ロケット技術を確立した。これまでの技術成果を有効に利用し、打上
げウィンドウなどの打上げに当たって厳しい条件を有する科学衛星につ
いて、引き続き、全段固体ロケットとしての優位性を活かした打上げを
行うなどにより、固体ロケット技術の維持を図る。その際例えば、Ｈ－
ⅡＡロケットの固体推進系との共通化等により、打上げコストの低減に
努めることが望まれる。
なお、科学衛星の打上げ手段については、将来において国内での他の
代替手段が信頼性等の観点から確立した時点で、改めて検討を行う。

ⅱ）将来の宇宙輸送システム
（将来展望）
将来の宇宙輸送システムについては、エンジンの高信頼化・高性能化、
精密な誘導制御技術等の基幹技術の高度化等により、衛星の打上げ需要
に的確に対応した技術・性能と低コストの双方を有する輸送システムを
維持し、国際競争力を確保することが求められる。このためには、戦略
的に技術の高度化を図り、段階的に実証された技術を既存のシステムに
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活用するとともに、来るべき輸送系の技術革新に備える。

次期基幹ロケット等の研究開発方針の決定に当たっては、これまでに
実証された技術について既存システムの運用等も通じて熟成を図りつつ、
将来の宇宙輸送システムに適する基幹技術の特定や使い切り型と再使用
型の技術的な共通性等を考慮する。このため、実用化に向けた研究開発
の過程で得られる種々の成果等を十分に評価した上で、国内外の技術動
向や打上げ需要の動向を勘案し、次期基幹ロケットとして適切なコンセ
プトと実用化までの研究開発計画を提示できるよう、関係機関と協力し、
多様な選択肢の評価を行う必要がある。

一方、30年後程度の将来を見た場合、宇宙の利用が更なる拡大期を迎
え、産業等の利用需要が増大することも想定される。この場合、軌道か
らの回収、低軌道への高頻度・低コストな往復輸送に対応するためには、
信頼性を確保した上で輸送コストを革新的に低減した再使用型輸送シス
テムが、宇宙輸送システムの一翼を担うことが期待される。

（重点的に取り組むプログラム）
①次期基幹ロケット
我が国の基幹ロケットを技術的・コスト的に世界水準に維持し続ける
ことを考慮し、競合する他のロケットの今後の開発動向も踏まえると、
10～15年後には現行の基幹ロケットの技術革新が必要となると予測され
る。次期基幹ロケットについては、これまで以上に高い信頼性と輸送コ
ストの大幅な低減という課題を克服し、多様なミッションに対応できる
ものとする必要があり、新たな輸送系の開発に要する期間（５年程度）
を考慮しつつ、コンセプトの検討を十分に行う。
また、次期基幹ロケットの開発方針の決定に当たっては、これまでに
実証された技術の熟成を図りつつ、次期輸送システムに適する基幹技術
の特定、再使用型輸送システムとの技術的な共通性等を考慮する。

②再使用型輸送システム
これまでの軌道再突入実験から高速飛行実証等を通じて、再使用型輸
送システムに関する基礎的な技術を蓄積してきた。将来必要となる再使
用型輸送システムの実現に向けては、着実に技術発展を図るためのシナ
リオを描いた上で、戦略的に進める。
このため、再使用型輸送システムの基本設計に不可欠となる重要技術
について、適切な評価により重点化を図った上で、必要な試験実証・飛
行実証なども勘案しつつ、着実に研究開発を実施する。
再使用型輸送システムについては、それまでに得られた成果を踏まえ、
適切な評価を行った上で、研究開発の本格的な着手を行うか否かの判断
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を行う。

さらに、空気吸い込み型エンジン技術など、新しいコンセプトに基づ
き革新的な飛躍をもたらす可能性のある先端的な技術については、要素
技術の研究を着実に推進する。

(3) 国際宇宙ステーション
国際宇宙ステーション計画は、日本、米国、欧州、カナダ、ロシアの
５極計15カ国が参加する国際協力プロジェクトであり、我が国において
は、昭和63年より推進されている。国際宇宙ステーションは、科学技術
を駆使し、人類が宇宙への新たな活動拠点を構築する第一歩となるべき
ものであり、宇宙や地球環境そのものに対する理解を深め、地球規模の
視点からの認識を高めることが可能となる。
我が国は、ＪＥＭ、国際宇宙ステーションに物資を輸送するＨＴＶ等
により参加しており、国際約束を果たす上でも、着実に推進する。

また、国際宇宙ステーション計画等の国際協力に参加し、我が国とし
ての長期滞在による有人活動を行うことにより、将来迎えるであろう本
格的な有人宇宙活動のため、必要な基盤的技術を効率的かつ効果的に蓄
積する。

（将来展望）
国際宇宙ステーションの建設・運用等においては、軌道上での大型構
造物の組立技術、大型システムの運用管理技術、宇宙輸送技術、ロボッ
ト技術等のさまざまな有人宇宙技術を含む先端技術が活用される。これ
らの先端技術や科学的成果は、宇宙開発のみならず、地上での他の分野
におけるシステムの開発及び運用等、広範な技術の高度化を促進させ、
社会の発展や人々の生活に豊かさをもたらす。

（重点的に取り組むプログラム）
国際宇宙ステーション計画は、長い期間と多くの経費を要する計画で
あり、状況の変化に的確に対応することが重要である。このため、参加
各極との協議状況を踏まえつつ、ＪＥＭの開発、組立及び運用並びに生
命科学実験施設（セントリフュージ）の開発を確実に行う。
また、ＨＴＶの開発・運用を通じて、将来の軌道間輸送や有人宇宙活
動のための基盤となる技術を蓄積する。

(4) 施設・設備の整備
我が国が自律的な宇宙開発を実施するための技術力を維持し、将来に
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わたってロケット・衛星等の研究開発、打上げ、追跡管制等の運用を確
実に行っていくためには、基盤となる施設・設備の計画的な整備と安定
的な運用を行うことが不可欠である。
施設・設備の整備には、ある程度の資金と期間が必要であり、また、
施設・設備における不具合は、ロケットや衛星等の研究開発・打上げ・
運用に重大な支障を来すことになる。このような状況を踏まえ、限られ
た資源を有効に活用した整備を行うため、長期的な開発計画や利用動向
を的確に整備計画に反映させ、また、老朽化施設・設備に対する計画的
な対策を確実に実施する。特に、３機関統合により、機能と資源を再編
成し、効率的かつ効果的に事業を行う体制の整備が求められる。

また、新産業の創出や宇宙利用の拡大の観点から、試験施設・設備等
の供用を促進し、利用者へのサービス機能を強化する。

（重点的に取り組むプログラム）
事業を確実に実施するために必要となる施設・設備の安定運用を継続
し、より効率的かつ効果的な整備を行うため、機能と資源を再編成する
こととし、衛星追跡管制及び打上げ射場等の整備・運用を一元化する。
また、老朽化が進行する施設・設備に対して適切な対策を実施する。

また、民間で整備困難な大型試験施設・設備を維持するとともに、新
産業の創出や宇宙利用の拡大の観点から、民間の要望を踏まえ、大型環
境試験設備、風洞試験施設設備等の供用を積極的に促進する。

４．人材養成・教育
知の創造により世界に貢献し、文化国家・科学技術創造立国を目指す
我が国にとって、その担い手となる研究に係わる人材を養成し、確保し
ていくことは極めて重要な課題である。特に、宇宙開発は、極めて総合
的な研究開発分野であり、幅広く優れた人材を結集することが必要であ
る。また、我が国の技術革新を担う高い専門能力を有する技術者は、国
際競争力の強化を図る上で、重要な役割を果たしている。
宇宙科学の先端的な研究、宇宙の技術開発の成果は、人材交流等を通
じ、他の研究領域や広く宇宙開発全般に影響し、あるいは還元され、さ
らには産業界への波及効果等も期待される。

（重点的に取り組むプログラム）
機構では、宇宙科学に関する幅広い研究の実施を背景として、かつ、
利用を見据えた研究開発まで一体的に行う中核機関としての総合性を活
かして、宇宙科学に係る人材養成を中心としつつ、宇宙開発全般にわた
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る幅広い人材基盤を強化する。
このため、総合研究大学院大学をはじめとする各大学の大学院教育に
協力し、各大学と一体となって高度な人材養成のための教育を推進する。
また、他の研究機関、民間企業との人材交流等を通じて、研究者・技術
者を広く受け入れて指導を行うなど、大学院教育以外の分野においても、
その実践的な教育の場としての特質を十分に発揮する。

また、宇宙は人類にとって夢に満ちあふれたものであり、特により多
くの若者が宇宙に関心を有することは、若者の夢を育むとともに、宇宙
開発を志す人材の育成につながることになる。このため、例えば、国際
宇宙ステーションを活用した教育、広報活動を通じて、若いうちから宇
宙開発に関心を持つ契機となるような機会を積極的に提供する。

５．成果の社会還元と社会とのチャンネル構築
宇宙開発の成果が社会や国民の利益となるためには、宇宙開発活動が
社会や国民のニーズに的確に応えるものでなければならない。そのため
には、変化する時代の要請に的確に対応して、先導的な研究開発の成果
を、産業の国際競争力の強化や国民生活の豊かさと質の向上に効率的か
つ効果的につなげていかなければならず、利用ニーズの積極的な発掘が
不可欠である。

産学官連携に当たっては、それぞれがイコール・パートナーとしての
関係を構築し、研究開発の成果が宇宙利用の促進や新産業の創出に結び
つく活動に重点化する。このため、これまでの研究開発中心の活動から、
研究開発成果を用いた新産業や雇用の創出による我が国経済の活性化を
目指した活動に移行し、宇宙産業が将来の我が国の基幹産業に発展する
よう、適切な官民の役割分担の下で、産学官の連携・協働体制を強化し、
円滑な技術移転を行う。
特に、我が国が得意としている分野や、将来有望であるが実利用に関
する実証不足等による国際競争力が劣っている分野を中心として、継続
的かつ迅速に宇宙実証が可能となる機会を提供する。さらに、宇宙への
「しきい」を下げ、新たな参加者を増やし、宇宙活動を活発化し、新産
業の創出を促進するため、中小型衛星や小型副衛星（ピギーバック衛
星）を活用した宇宙実証や新興企業（ベンチャー）制度等の方策を積極
的に推進する。

また、地球観測データをはじめとする各種観測データは、学術的、政
策的に有用な情報が含まれており、環境分野や災害分野等の種々の分野
での活用が期待されており、必要とされる情報を適時的確に発信できる
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システムの構築が不可欠である。このため、国際的な動向も踏まえ、利
用者が容易にかつ効率的にデータを利用できるデータアーカイブシステ
ムを、関係機関・利用者との適切な役割分担の下で構築し、衛星観測デ
ータの利用・流通の促進を図る。

さらに、宇宙開発の推進に当たっては大きな資金を要するため、国民
の理解と協力を得ることが不可欠である。また、宇宙開発の広報や啓蒙
活動に当たっては、より分かりやすく具体的な内容となるように努め、
幅広い層への浸透を図ることも必要である。このため、インターネット
やマスメディア等の多様な手段を通じ、機構の活動内容や世界の宇宙開
発活動の紹介を積極的に行うなど広報活動の充実を図る。

（重点的に取り組むプログラム）
ニーズ先導型事業を創出するため、広く内外の優れた発想を活用し、
宇宙への参加を容易にする仕組みである「オープンラボ」を構築するな
ど、利用ニーズと技術シーズを橋渡しする機能を強化する。また、産業
競争力を強化するため、研究成果等の研究情報の発信機能を強化すると
ともに、産業界等と積極的に人材交流を行うなど、経済社会におけるニ
ーズを的確に反映されるよう人的交流等を通じた連携を促進する。

機構が保有する知的財産の利用を促進するため、休眠特許等を発掘し、
シンポジウム等を通じて、利用者の発掘や技術の民間移転をさらに積極
的に推進する。大型試験施設等については、産業界を含めた利用者の意
向を十分に踏まえ、施設・設備の供用促進を図る。

また、関係機関・利用者との適切な役割分担の下で、地球観測データ
を中心としたデータアーカイブシステムを開発・構築する。

さらに、インターネットやマスメディア等を通じ、機構が行う事業の
状況や成果を正確にかつ分かりやすい形で、積極的に広報活動を行い、
国民の宇宙開発に対する理解を増進する。特に、宇宙開発を通じた人類
の未知への挑戦と知的資産の拡大への取組みについて正しい認識を育む
ため、次世代を担う青少年に対する広報・教育支援活動などを充実する。
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Ⅲ．業務運営に関する重要事項

機構は、宇宙科学研究所、独立行政法人航空宇宙技術研究所及び宇宙
開発事業団の宇宙３機関が統合し、宇宙開発、宇宙科学研究及び航空科
学技術を先導する中核機関として開かれた研究開発体制を構築すべきで
ある。

機構の業務運営に当たっては、長期的視点に立って、独立行政法人と
して、重点的に推進すべきものに人材・資金を含む研究資源の重点配分
を行うとともに、適時的確に事業評価を実施し、効果が見込まれない業
務や役割を終えた業務については速やかに整理する。また、コスト意識
の一層の徹底を図り、費用対効果に重点を置いたプロジェクトの実施を
行うとともに、業務運営の効率化を進める。
重要なプロジェクトの推進に当たっては、宇宙開発委員会が策定する
指針に基づく評価結果を踏まえ、効果的かつ効率的に事業を推進する。

情報公開に対する社会的な要請の拡大に対応するため、インターネッ
トやマスメディア等を通じ、評価結果や業務内容の積極的な情報提供に
努め、業務の透明性を確保する。

１．国際協力の推進
(1) 基本方針
宇宙開発は、国境のない宇宙空間を利用した活動であり、人類の知的
資産の拡大や、環境問題、災害監視等への取組みにみられるような人類
全体の利益に資する活動である。国際協力を進めるに当たっては、我が
国の国際的な信用と評価の維持に努め、さらに我が国として維持すべき
自律性への配慮及びコストとリスクの適切な分担等を考慮した上で、戦
略的に取り組む。

我が国の自律性の確保を目指した世界水準の技術力の獲得・保持に配
慮しつつ、主体的に国際協力を推進する。さらに、得意な分野等での国
際的な優位性の維持や、市場開拓を視野に入れた協力関係の構築等によ
る産業等の国際競争力の強化に留意する。
国際協力の推進に当たっては、対等な立場で相互に利益をもたらす協
力となるよう留意し、人類全体の知の創造や利益をもたらす協力につい
て、先進国に相応しい役割を担う。特に、アジア地域においては、リー
ダーシップの確保に留意しつつ、多様なニーズに的確に応える国際貢献
の観点と、潜在的な市場の可能性等といった我が国国益の観点との双方
を考慮し、共同研究開発及び人材交流・育成を行う。
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(2) 国際約束の遵守
国際的な信用と評価を維持するため、「日米宇宙損害協定」、「国際
宇宙基地協力協定」等の宇宙の開発及び利用に関する条約その他の国際
約束に従って協力を実施するほか、諸外国との科学技術協力協定等に基
づく会議における活動等により、関係機関と連携し、国際協力の推進を
図る。
また、これまで得られた技術が、国際的な平和と安全の維持を妨げる
ことがないよう国際的な枠組みの下で適切に対応する。

２．環境保全・安全確保への配慮
宇宙開発を推進するに当たっては、環境保全・安全確保に配慮する。
(1) 地上及び宇宙空間での環境保全
宇宙開発を進めるに当たっては、地上環境の保全に配慮するとともに、
宇宙環境においても、スペースデブリ（宇宙ゴミ）を極力増加させない
よう、その保全に努力する。

(2) 安全確保
打上げ等に関わる安全確保については、宇宙開発委員会が策定する指
針により対策を講じる。なお、民間のロケットの打上げを受託するに当
たっては、機構内に安全評価体制を整備するとともに、関係者間で責任
分担、保証体制を明確にする。

３．業務運営に関する事項
独立行政法人の内部組織の編成及び職員の人事は、独立行政法人の裁
量事項であるが、ここに提示する事項を尊重することが望まれる。

(1) 経営支援のための組織
独立行政法人として自律的に研究開発の遂行、法人の運営を行うため、
理事長が主導性を発揮し、迅速な決断を行い得るように、戦略策定機能、
総合調整機能、対外連携・協力機能を持つ経営支援体制を構築する。
また、業務執行部門には、一定の範囲で、役割・機能を果たすために
必要となる責任と裁量権を与える。
機構がその役割と機能を効率的かつ効果的に果たすためには、機構の
持つ資源を最適に配分できる柔軟な組織編成を行う。また、人材交流等
を通じ、産学官からの積極的な参加を得る体制を構築する。

(2) 大学共同利用システム
宇宙科学研究の推進に当たっては、広く関係大学・研究所等の研究者
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の参画を求め、コミュニティの合意を得てプロジェクト等を進めるとい
う「大学共同利用システム」を制度的・組織的に整備することが適当で
ある。ただし、関係コミュニティ、あるいは関係大学・研究機関の範囲
については、固定的に考えるべきではなく、従来以上に広範な関係者の
結集を図る必要がある。
また、研究者の自主性・自律性を基本とした管理運営、及び人事上の
一定の自主性を保障するためのシステムを維持する。このため、宇宙科
学研究及び教育に関する業務を行う組織の長の候補者の選考・推薦や、
同組織の研究者の選考・推薦、研究計画の立案等に当たって、研究者コ
ミュニティの意見が十分に反映されるよう、大学の研究者等で構成され
る組織を設置する。

(3) プロジェクト管理等
宇宙開発における失敗のリスクを極小化し、ミッションを成功させる
ためには、信頼性の高い宇宙開発体制の構築が不可欠である。
そのため、各活動分野におけるプログラムと個別プロジェクトとの間
の達成目標の関連付けを行った上で、設計、製造等の各段階における機
構内、並びに機構と民間との役割分担と責任関係をより明確にする。機
構では、プロジェクトを推進する上での実施責任を明確にし、業務を円
滑に遂行できる環境を整備する。また、設計、開発及び運用の各段階で
の不具合等のリスクの把握に努め、適切に対応が可能となるよう、総合
的なリスク管理に努める。

また、プロジェクト活動を支える品質保証活動や研究開発活動の強化
を図っていくためには、製造技術や製造管理技術等を含む高い専門性を
有する人材の確保が不可欠であり、機構内での専門的人材の養成に努め
るとともに、専門的知識・経験の蓄積・活用・継承に留意する。

さらに、トラブル・不具合等の発生を未然に防止するため、品質マネ
ジメントシステムのより一層の充実・強化を図る。万が一トラブル・不
具合等が発生した場合には、根源的な原因究明を行い、他のプロジェク
ト、部署に適切に反映させる。重大な事故・不具合等が発生した場合に
は、宇宙開発委員会による調査等を踏まえ、適切に対策を講じる。

(4) 高度情報化の推進
機構内外の人材、情報、知識等の資源を活用し、業務の確実化・効率
化を図るため、高度情報化環境の整備に努める。
このため、ネットワークの活用によって開発関係者が協調して作業が
可能となる情報基盤、情報共有環境及び設計検証環境を整備する。また、
研究開発を通じて得られた技術情報、不具合情報等を、体系的に蓄積し、
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知識化することにより、関係者が速やかに今後の業務に活用できるよう
な情報システムの構築を段階的に推進する。さらに、業務運営の効率化
を図るための情報システム等を構築する。
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